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第１ 新Ｆ－６破砕帯の活動性の判断について疑義があること 

１ 一審被告及び参加人の主張について 

一審被告及び参加人は，「活動ステージ」なる概念を用いて，①Ｆ－６破砕

帯の最新活動時期を「ハ－１」と評価し，かつ，②南側トレンチ内のＦ－６

破砕帯の上位に重なる堆積層には約２３万年前の火山灰層が存在し，Ｆ－６

破砕帯がこれらの火山灰（ｈｐｍ１火山灰（約２３万年前に降灰））を含む堆

積層を変位・変形させていないことから，③Ｆ－６破砕帯の最新活動時期は

約２３万年前よりも古く，「将来活動する可能性のある断層等」には該当しな

いと主張する。 

２ 一審原告らの反論について 

(1) はじめに 

     参加人及び一審被告は，Ｆ－６破砕帯の活動性を特定するために，南側ト

レンチ内でわずかに抽出された火山灰構成鉱物（普通角閃石，カミングトン

閃石）について，それらをｈｐｍ１と認定し，それらの抽出できた地点を繋

ぎ合わせｈｐｍ１降灰層準とする方法を用いている。 

   南側トレンチ内の２層にｈｐｍ１降灰層準が認められるか否かは，Ｆ－６

破砕帯が「将来活動する可能性のある断層等」に該当するか否かに直結する

問題であって，参加人及び一審被告が，Ｆ－６破砕帯が「将来活動する可能

性のある断層等」に該当しないことを言えなければ，同破砕帯の直上には耐

震重要施設である非常用取水路があることから，本件原子炉は設置許可基準

規則３条３項に反し稼働できないことになる。すなわち，南側トレンチ内の

２層にｈｐｍ１降灰層準が認められるか否かは非常に重要な問題であり，慎

重かつ精緻に調査・認定されるべきものである。 

   しかしながら，参加人及び一審被告のｈｐｍ１降灰層準の認定方法は，目

視で降灰層準を認定するという通常の降灰層準認定方法ではなく，また，肉

眼視できないテフラ（クリプトテフラ）による降灰層準の認定方法としても，
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二次堆積を一切考慮していないもので明らかに不合理なものである。 

   そして，何より，参加人及び一審被告による強引なｈｐｍ１降灰層準の認

定は，二次堆積の可能性等を考慮することを要請する地質審査ガイドの定め

に明らかに反するものである。 

このような法規に反した杜撰なｈｐｍ１降灰層準の認定によっては，南側

トレンチ内２層の堆積年代は特定されているとは到底言えないことから，２

層が２３万年前より古い堆積層と評価することはできず，Ｆ－６破砕帯が

「将来活動する可能性のある断層等」ではないとする一審被告及び参加人の

主張には何ら理由がないことは明らかである。 

以下，一審原告らの反論について詳論する。 

(2) 南側トレンチ付近にｈｐｍ１降灰層が認められないこと 

  ア 南側トレンチ内に目視でｈｐｍ１降灰層が認められないこと   

  ｈｐｍ１は白色の軽石の中に黒色の角閃石結晶が入る特徴的な岩相の

テフラであり，その見た目から「ゴマシオ」と呼ばれている（甲第２４３

号証 京都府レッドデータブック）。 

 

参加人が主張するように南側トレンチ内にｈｐｍ１の降灰層が存在する

のであれば，その層準が目視で確認できるはずであるところ，南側トレン
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チ内にこのようなものは発見されていない。 

  また，参加人が作成した南側トレンチの「層序表」（甲第２４４号証「第

５回評価会合 大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」１２

７ページ）には，「２－１層」中にｈｐｍ１について言及されていない。 

     このことは，参加人が南側トレンチを掘削した際にｈｐｍ１降灰層を見

つけることができなかったことを表している。 

     このように，南側トレンチ内において，参加人が目視でｈｐｍ１降灰層

を発見できなかったことは明らかである。 

 
（甲第２４４号証「第５回評価会合 大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識

者会合」１２８ページ） 
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（甲第２４４号証「第５回評価会合 大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識

者会合」１２７ページ） 

イ 一審被告及び参加人によるｈｐｍ１降灰層準の認定方法が不合理なも

のであること 

  (ｱ)  参加人はｈｐｍ１の認定に際して、普通角閃石やカミングトン閃石

などの火山灰構成鉱物の鉱物組成を基にしているところ、ｈｐｍ１の

認定には、火山灰構成鉱物の屈折率が重要な要素となっている。 

しかしながら，参加人のｈｐｍ１認定に係る資料では、かかる火山

灰構成鉱物の屈折率についてわずかな資料しか示されておらず，そも

そも，参加人によるｈｐｍ１の認定自体に疑義がある。 

以下では，参加人によるｈｐｍ１認定についての疑義を措いたとし

ても，一審被告及び参加人によるｈｐｍ１降灰層準の認定方法が不合

理なものであることを明らかにする。 

(ｲ)  参加人は，南側トレンチ内において，目視でｈｐｍ１降灰層を発見で

きなかったところ，同トレンチ内及びその周辺のボーリングによって複

数の箇所で採取粒子中に普通角閃石やカミングトン閃石が砕屑粒子３

０００粒中，１粒から２００粒程度見つかったことで，同所にｈｐｍ１

降灰層準が存在するとしている。 

 火山灰降下層準の存在を認定する方法としては，肉眼で層として識別
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する方法が最も望ましいところ，参加人は，南側トレンチ内において，

ｈｐｍ１の降灰層を目視で見つけることができなかったことから，南側

トレンチ内及びその周辺のボーリングのいくつかの箇所において普通

角閃石やカミングトン閃石などの火山灰構成鉱物を少量検出し，検出で

きたわずかな地点を繋ぎ合わせｈｐｍ１降灰層準とする方法を用いて

いる（下記図 甲第２４５号証）。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｳ)  しかしながら，後述するとおり，火山灰は，噴火後の長い年月の間に

水流作用等により侵食され，再度移動し，噴火直後に堆積した位置から

移動し拡散・堆積すること，すなわち二次堆積することが常であるとこ

ろ，参加人がいくつかの箇所において発見した火山灰構成鉱物はその

発見された場所において噴火直後に初生的に堆積したものでない可能

性が高い。 

したがって，普通角閃石やカミングトン閃石などの火山灰構成鉱物の

発見場所を繋ぎ合わせても，それら火山灰構成鉱物は当初よりその場所
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に堆積したものではない可能性が高いのであるから，これらを繋ぎ合わ

せてｈｐｍ１降灰層準であると評価することは強引に過ぎる認定手法

である。 

このことは，長橋良隆福島大学教授及び片岡香子新潟大学教授らもそ

の論文 1において，「テフラ粒子の本来の「テフラ降下層準」から上・下

位層への拡散および消失（あるいは削剥と二次堆積）は普遍的に起きて

いるため，「テフラ降下層準」の認定はそもそも不可能である。」，「クリ

プトテフラから「火山灰降灰層準」やテフラ降下層準の認定は慎むべき

である。」，「クリプトテフラで年代論を展開するのではなく，地層その

ものの年代を算出するなどの多面的な方策を検討することがまずもっ

て追求されるべき」（甲第２４６号証）として，参加人が行ったクリプ

トテフラからの降灰層準の認定に否定的な見解を述べていることから

も明らかである。 

(3) 南側トレンチ内の２層の堆積年代は特定できていないこと 

    ア 地質審査ガイドにおいて，火山灰の堆積年代を推定する際は二次堆積

の可能性を考慮すべきである等の定めがあること 

地質審査ガイドには，火山灰により地層の堆積年代を推定する際の留意

事項として，「（４） 火山灰は地層編年に有効であり、地層中にその存在

が認められた場合には、二次堆積の可能性を考慮し、火山灰の降下年代と

地層の堆積年代が一致するか検討する必要がある。特に、火山灰の量がご

く少量の場合には対比そのものの精度にも留意する必要がある。」との定

めがある（甲第６０号証 地質審査ガイド１２～１３頁の［解説］）。 

    このように，地質審査ガイドにおいては，火山灰により地層の堆積年代

を推定する場合は，①二次堆積の可能性を考慮すること，また，②火山灰

 
1 第四紀研究（The Quaternary Research）54(1)p.31-38「テフラ学（第 7回）：肉眼視できないテ

フラ（クリプトテフラ）の認定と評価」 
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の量がごく少量の場合は火山灰の降下年代と地層の堆積年代の対比の精

度に留意することを要請している。 

イ 参加人による南側トレンチ内の２層の堆積年代の特定方法は二次堆積

の可能性を考慮すべきとの地質審査ガイドの定めを無視するものであり，

２層の堆積年代は特定されているとは到底言えないこと 

(ｱ) 参加人はｈｐｍ１の二次堆積について何ら調査せずに，２層にｈｐ

ｍ１降灰層準の存在を認定していること 

参加人が指摘するように，南側トレンチ内の２－１層に普通角閃石

やカミングトン閃石などの火山灰構成鉱物が存在することは認められ

るが，これらは参加人が主張するような火山灰層準を形成しているので

はなく，普通角閃石やカミングトン閃石などの火山灰構成鉱物が点在す

る状況にあるに過ぎない。そして，仮に，これら普通角閃石やカミング

トン閃石などの火山灰構成鉱物がｈｐｍ１由来の火山灰だとしても，こ

のような状況が生じたのは，大山が噴火した際に形成されたｈｐｍ１降

灰層準が，その後の年月の間に二次堆積（水流作用により侵食され，再

度移動し，噴火直後に降灰した位置から移動し拡散すること）したもの

である可能性が高い。 

      前述のとおり，火山灰は，噴火直後に降灰した位置から移動し拡散す

る（二次堆積）のが常であり，地質審査ガイドにも二次堆積の可能性を

考慮するよう求められているにもかかわらず，参加人の資料には，ｈｐ

ｍ１の二次堆積について調査検討した結果が記載されておらず，参加人

はｈｐｍ１の二次堆積について何ら調査せずに，南側トレンチ内及びそ

の付近に火山灰構成物（普通角閃石）が３０００粒中に１粒から２００

粒程度見つかったことから，これらの抽出地点を強引に結び付けて「ｈ

ｐｍ１の降灰層準」としてしまっているのである。 

(ｲ)  参加人のｈｐｍ１認定手法を前提にすれば，３層にもｈｐｍ１の存
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在が認められることとなり，参加人が認定する２層内のｈｐｍ１は二次

堆積の可能性が高いこと 

また，南側トレンチ内西側法面において，３層内から０．１～０．２

粒の普通角閃石が認められ，さらに，南側トレンチ付近の群列ボーリン

グＮｏ.５３では最多９粒，Ｎｏ.４１では最多８．５粒の普通角閃石が

３層内においても認められる。 

    これらの事情をもとに，参加人の普通角閃石を中心としたｈｐｍ１

の認定手法を前提にすれば，３層にもｈｐｍ１の存在が認められること

となる。 

南側トレンチ付近の群列ボーリングＮｏ.５３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左の図 甲第２４４号証「第５回評価会合 大飯発電所敷地内破砕帯の

調査に関する有識者会合」「火山灰分析結果（No53孔、その２）」１５６

ページ， 

右の図 甲２４７号証「大飯発電所敷地内破砕帯の追加調査－最終報告

－（別添資料集）「火山灰分析結果（F6Br-53）」３６０ページ」） 
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南側トレンチ付近の群列ボーリングＮｏ.４１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（甲第２４４号証「第５回評価会合 大飯発電所敷地内破砕帯の調査に関

する有識者会合」「火山灰分析結果（No41孔、その２）」１５１ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（甲第２４７号証「大飯発電所敷地内破砕帯の追加調査－最終報告－（別

添資料集）」「火山灰分析結果（F6Br-41）」３５７ページ） 

このように２層だけではなく３層にもｈｐｍ１が存在するというこ

とは，２層のｈｐｍ１は噴火直後にその場所に降灰したものではなく，

二次堆積によって３層から２層に移動したもの，あるいは二次堆積によ
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って別の場所から移動（流水，土砂崩れ等の様々な理由により生じる。）

してきた可能性が高いものと考えられる。 

しかしながら，参加人は，このような二次堆積の可能性を一切，調査・

検討していないことからすれば，参加人の南側トレンチ内２層の堆積年

代の特定は地質審査ガイドに明らかに反するものである。 

このような参加人の方法では，２層の年代は特定できているとは到底

言えず，２層が２３万年前よりも古い堆積層であると評価することはで

きない。 

３ 小括 

   以上のとおり，参加人は，ｈｐｍ１の二次堆積の可能性を一切調査検討して

おらず，また，発見されたｈｐｍ１の量がごく少量であるにもかかわらず，

発見されたｈｐｍ１を強引に結び付けて「ｈｐｍ１の降灰層準」と認定する

など，「二次堆積の可能性を考慮」するとの地質審査ガイドの要請を全く無視

しているのである。 

     このことからすれば，南側トレンチ内の２層の堆積年代は特定されている

とは到底言えず，２層が２３万年前より古い堆積層と評価することはできな

い。 

一審被告及び参加人は，Ｆ－６破砕帯の上載地層である２層に約２３万年

前の火山灰層が存在し，Ｆ－６破砕帯が，その堆積層を変位・変形させてい

ないことから，Ｆ－６破砕帯の最新活動時期は約２３万年前よりも古く，将

来活動する可能性のある断層等には該当しないと主張しているところ，上述

のとおり，２層に約２３万年前の火山灰層が存在していたとは言えず，二次

堆積の可能性も考慮すれば，２層の堆積年代は特定されていないことから，

Ｆ－６破砕帯が「将来活動する可能性のある断層等」ではないとする一審被

告及び参加人の主張には何ら理由がないことは明らかである。 

 



- 13 - 
 

第２ Ｆ－６破砕帯以外の１０本の破砕帯についての活動性判断に疑義があること 

１ この点，一審被告及び参加人は，本件発電所敷地の地盤に認められたＦ－６

破砕帯以外の１０本の破砕帯 （Ａ～Ｅ，Ｆ－１～Ｆ－５破砕帯）についても，

将来活動する可能性のある断層等ではないと主張している。 

  その理由とするところは，①上記各破砕帯の最新活動ステージは，Ｆ－６破

砕帯と同様「ハ－１」であること，②南側トレンチにおけるＦ－６破砕帯の検

討により，最新活動ステージ「ハー１」の活動時期は，約２３万年前より古い

ことから，Ｆ－６破砕帯以外の１０本の破砕帯についても，将来活動する可能

性のある断層等ではないとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一審被告準備書面第４準備書面・３１頁 図１７） 

２ しかしながら，これまで一審原告らが述べてきたように，南側トレンチ内２

層にｈｐｍ１降灰層準は認められず，２層の堆積年代は特定できていないこと

からすれば，最新活動ステージ「ハー１」の活動時期は約２３万年前より古い

とは言えず，Ｆ－６破砕帯以外の１０本の破砕帯 （Ａ～Ｅ，Ｆ－１～Ｆ－５破

砕帯）についても将来活動する可能性のある断層等ではないとする一審被告及

び参加人の主張は理由がないことは明らかである。 
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旧トレンチと南側トレンチの間 

第３ 新Ｆ－６破砕帯の連続性について 

１ 新Ｆ－６の南側（旧トレンチと南側トレンチとの間）の連続性に疑義がある 

  一審被告は、新Ｆ－６破砕帯の連続性について、「大飯破砕帯有識者会合

は、旧 Ｆ－６破砕帯とは異なる位置を通過する新たな破砕帯（新Ｆ－６破砕

帯）を確認し、この新Ｆ－６破砕帯が「山頂トレンチ」北方付近から、 「山

頂トレンチ」 、「旧試掘抗」、「旧トレンチ」、「南側トレンチ」 東端付

近等を通り、その南方に連続している可能性があると評価した（図１９の赤

線実線及び点線部分。乙第４８号証２ないし４ページ）。」（一審被告第４

準備書面３６頁）と指摘する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（有識者会合の評価書（乙第４９号証・７４頁）図１９に文言「旧トレンチと

南側トレンチの間」，まる印，矢印を挿入） 

 しかし、有識者会合の評価書（乙第４９号証）では、「有識者会合は、南

側トレンチで観察された破砕帯の性状、旧トレンチと南側トレンチの間で今

回掘削されたボーリングコア及び同孔壁画像データを詳細に確認した。その

結果、ボーリング孔の観察結果でＦ－６破砕帯に対応する破砕部は確認され

ていないが、出現位置や走向・傾斜の類似性を考えると、旧トレンチのＦ－
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６破砕帯が南側トレンチの①破砕帯に連続する可能性があると判断した。」

とされており（乙第４９号証１６頁。下線部は引用者が付した。）、旧トレ

ンチから南側トレンチの間では、新Ｆ－６破砕帯と考えられる破砕部は見つ

からなかったと評価されている。新Ｆ－６破砕帯の南側の連続性は、具体的

な証拠によって裏付けられているわけではない。それにも関わらず、評価書

では「出現位置や走向・傾斜の類似性を考えると」と推測して，「旧トレン

チのＦ－６破砕帯が南側トレンチの①破砕帯に連続する可能性があると判

断した。」としており、具体的な根拠に基づかない判断がされていると言わ

ざるをえない。 

 参加人の準備書面（１）１４頁においても、「旧トレンチと南側トレンチ

との間」のＦ－６の連続性に関する記述はない。 

 以上のとおり、新Ｆ－６の南側（旧トレンチと南側トレンチとの間）の連

続性は、具体的な裏付けがないまま前提とされているという点で疑義があ

る。 

２ 新Ｆ－６の根拠なき連続性を利用して、全体の活動時期の判断をしている 

  一審被告も参加人も、南側トレンチで確認された破砕帯を新Ｆ－６とした

うえで、南側トレンチ等で新Ｆ－６破砕帯の全体が活断層ではないとの判断を

導いている。 

 しかし、南側トレンチで発見された火山灰構成鉱物（普通角閃石、カミング

トン閃石）が仮にｈｐｍ１に含まれるとしても、肉眼で層として識別できず、

少量しか検出されていない事から、これが降灰したもの（噴火直後に初生的に

堆積したもの）と断定することはできず、むしろ水流作用等により移動する二

次堆積とみるべきことは既に述べた。仮に南側トレンチでｈｐｍ１降灰層準が

確認されたとしても、新Ｆ－６破砕帯の全体が活断層ではないと判断したこと

は明らかな誤りである。真上に耐震重要施設である非常用主水路がある新 F-6

破砕帯は、「将来活動する可能性のある断層等」ではないことが求められる。
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新 F-6破砕帯（旧トレンチ以北の破砕帯）と南側トレンチの破砕帯の連続性は

確認されておらず、一審被告の主張によっても「連続する可能性」にとどまっ

ている。新Ｆ－６破砕帯の南側への連続性は可能性にすぎない以上、南側トレ

ンチ内の新 F－6破砕帯の活動性を否定することで、新Ｆ－６破砕帯の全体が

「将来活動する可能性のある断層等」ではないと結論づけることは明らかな誤

りである。 

 

第４ 台場浜トレンチ内破砕部ｂの南方への延伸について 

１ 一審被告第４準備書面の構成と内容 

一審被告は，「５ 台場浜トレンチの破砕部（ａ，ｂ及びｃ）について」とし

て 

(1) 参加人による調査及び評価（４２～４６頁） 

(2) 原子力規制委員会の審査内容（４７～５０頁） 

(3) 規制委員会の判断過程が合理的であること（５０～５１頁） 

について述べ，参加人が「各破砕部が、いずれも耐震重要施設等のある南方へ

延伸せず、耐震重要施設等の直下まで連続するものではない旨評価し」，原子力

規制委員会も「審査会合において問題ない旨確認されている」として「同委員

会の判断は合理的である」と主張している。 

そして，「第５ まとめ」で「また、台場浜トレンチで確認された破砕部 a、 

b 及び c について、 いずれも耐震重要施設等の直下に存在するとは認められ

ず、設置許可基準規則３条３項の適合性審査の対象となる断層とは認められな

い」（前記各破砕部については「震源として考慮する活断層」にも該当しないと

判断している。）と結論付けている。 

２ 一審原告らの主張 

一審原告らはこれまで，台場浜トレンチ破砕帯については，有識者会合のピ

アレビュー会合で問題となった破砕部ｂの南方への延伸について，調査が不十
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分であり，南方への延伸を明確に否定する証明がなされていないことを主張し

てきた。よって，台場浜トレンチ内の破砕部ｂが南方の耐震重要施設「非常用

取水路」の直下あるいはその近傍まで伸びている可能性を考慮すべきで，これ

を考慮していない一審被告の判断には疑義があると主張してきた。 

   以下では，問題としている「破砕部ｂ」の南方への延伸について，一審被告

の第４準備書面の内容を批判する。 

３ 「参加人による調査及び評価」について 

(1) はじめに 

一審被告の主張は，参加人の調査と結論を認めるものになっているため，

一審被告第４準備書面４４頁の内容について批判する。４４頁の記載内容は

以下の通り（下線は引用者）。 

「破砕部ｂについても、それが直線的に南方に延伸すると仮定した場合に破

砕部が出現すると想定される複数の場所においてボーリング調査を実施し

たところ､ボーリング孔 (Ｎｏ．１０孔、Ｎｏ．１１孔、Ｎｏ．１２孔及び

Ｎｏ．３５孔）において同破砕部に対応するものが存在せず、その結果、台

場浜トレンチから南に破砕部の走向方向に直交した３鉛直断面において、破

砕部ａ及びｂが連続していないことが確認された（丙第６１号証の２・２１

０，２１３及び２１４ページ）ことから、破砕部ａ及びｂは、いずれも南方

へ直線的に延伸しないものと評価した（丙第６１号証の１・１２３ページ、

丙第６３号証・６－３－１０７及び６－３－１０８ページ）。 

以上より、参加人は、破砕部ａ及びｂについて、いずれも南方へ延伸する

ことにより耐震重要施設等が設置されている地盤の直下まで連続している

ことはないから、設置許可基準規則３条３項が対象とする破砕部ではないと

評価した。」 

以下で，これら主張を批判する 

(2)  南方への延伸については，「直線的に南方に延伸すると仮定した場合」の
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みを前提にしている 

一審被告第４準備書面４４頁では，上記のように参加人の主張は，「直線

的に南方に延伸すると仮定した場合」のみを前提にしている。しかし断層は

「直線的」に連続するだけでなく，途中で角度（傾斜）や走行が変化する場

合がある。 

例えば，新Ｆ－６破砕

帯は，「直線的」ではな

く，途中で角度（傾斜）

も走向も変化している

が，これを連続させてい

る（右図，関電のＦ－６

立体図 甲第２４８号

証 大飯発電所敷地内

破砕帯の追加調査 －最

終報告－平成２５年７

月２５日 関西電力株式会社 ３４７頁） 

また，八代湾で実施された三次元探査では，次頁図－４のように，例えば

Ａ断層は二次元探査では直線的に連続しているが，三次元探査では，折れ曲

がっていることが確認されている（甲第２４１号証３／４頁）。 

それにも関わらず，台場浜トレンチ内の各破砕部については「直線的」に

延伸することのみを前提にした検討しか行っていない。これでは，破砕部ｂ

が南方に延伸していないと断定することはできない。 
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(3)  破砕部ｂは南方へ延伸している可能性を否定できない 

以下に述べるように，ボーリング調査の結果から，破砕部ｂは南方へ延伸

している可能性を否定することはできない。 

ア  Ｎｏ．１２孔の破砕部は，破砕部ｂに対応し，連続している可能性が

ある 

参加人は，準備書面４４頁にあるように，４か所のボーリング孔（Ｎｏ．

１０孔，Ｎｏ．１１孔，Ｎｏ．１２孔及びＮｏ．３５孔）で，破砕部ｂに

対応するものが存在しないことをもって，南方に延伸していない根拠とし

ている。 

しかし，次頁の参加人資料からは，４か所の内，Ｎｏ．１２孔の破砕部

は，破砕部ｂと同様の右横ずれの逆断層であり，走行・傾斜も似ているこ

とが分かる。そのため、Ｎｏ．１２孔の破砕部は台場浜トレンチ内破砕部

ｂに対応している可能性がある。 

＜表１＞ 

  走向 傾斜 

台場浜トレンチ内ｂ破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ2Ｗ 46Ｗ 

ボーリング 12-1破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ2Ｗ 60Ｗ 
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イ  Ｎｏ．１２－１とＮｏ．１３－２の破砕部は連続する可能性がある 

さらに，下図参加人資料では，Ｎｏ．１２－１とＮｏ．１３－２の破砕

部は「連続する可能性がある」と評価している。 

＜表２＞ 

  走向 傾斜 

ボーリング 12-1破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ2Ｗ 60Ｗ 

ボーリング 13-2破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ11Ｗ 62Ｗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲第２３７号証８３頁 

ウ 破砕部ｂとＮｏ．１３－２の破砕部は連続する可能性がある 

そうすると表３のように，これら全ては右横ずれ・逆断層であり，走

行・傾斜も似ているため，破砕部ｂとＮｏ．１３孔（40.32ｍ）の破砕

部は連続している可能性がある。 
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＜表３＞ 

  走向 傾斜 

台場浜トレンチ内破砕部ｂ 右横ずれ・逆断層 Ｎ2Ｗ 46Ｗ 

ボーリング 12-1破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ2Ｗ 60Ｗ 

ボーリング 13-2破砕部 右横ずれ・逆断層 Ｎ11Ｗ 62Ｗ 

 

エ 有識者会合は，南方への延伸について明確な判断を行わず終了した 

有識者会合の評価書（乙第４９号証 平成２６年２月１２日）の２６

頁では，台場浜破砕部について「新Ｆ－６破砕帯とは連続しないと考え

ている」としたうえで，破砕部ｂについて，北東方向のＮｏ．１８孔と

比較して「b は下方延長に認められる破砕部（Ｎｏ．１８孔）とはセン

スが一致しないことなどから、少なくとも地下深部方向へは連続しない

との意見があった」と述べるにとどまっている。そして続けて「ただし、

これら堆積層にずれを生じさせている面の南方への連続性については、

確認が必要ではないかとの意見もあった」（同２７頁）とまとめ，ｂ破

砕部の南方への延伸については明確な判断を示さないまま終了した。 

４  「原子力規制委員会の審査内容」と「判断過程が合理的であること」につい

て 

(1) はじめに 

一審被告の第４準備書面は４７～５１頁で「（2）原子力規制委員会の審査

内容」について，５０～５１頁で「（3）原子力規制委員会の判断が合理的で

あること」について述べている。 

その冒頭４７頁では，有識者会合のピアレビュー会合で，レビュアーの吉

岡敏和氏（産業技術総合研究所活断層・地震研究センター活断層評価研究チ

ーム長）から台場浜トレンチ内破砕部ｂが南方に延伸している可能性を指摘

されていたが，上記のように有識者会合が判断を示さなかったことを念頭に，
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「南方への連続性については確認が必要である旨の意見もあった」と記して

いる。そして，台場浜トレンチの南方への延伸と，台場浜トレンチの破砕部

が設置許可基準規則３条３項が対象とする断層であるかについて，原子力規

制委員会の審査会合の内容について記している。 

原子力規制委員会の審査会合に関する記述から，問題になっている破砕部

ｂに関する部分について，以下で批判する。 

(2)  第２０６回審査会合について（４７～４８頁） 

       第２０６回審査会合については，参加人から南方に延伸していないとの

説明を聞いて「原子力規制委員会の審査チームも、同審査会合において、現

地調査等により、台場浜トレンチの破砕部のうち、破砕部ａ、ｂ及びｃが南

方に延伸していないことについては確認した旨の意見を述べた」として，脚

注＊２０で規制庁職員の発言を引用している。しかしそれは，審査チームが

独自に新たなトレンチを掘削する等の調査を行ったうえでの発言ではなく，

参加人の調査と評価を追認しているにすぎない。 

(3)  第２８１回審査会合について（４９頁） 

第２８１回審査会合では，「（破砕部ｂについてはＮｏ．１０孔、Ｎｏ．１

１孔、Ｎｏ．１４孔及びＮｏ．１５孔）」について確認したが「各破砕部に対

応するものが確認されなかった・・・各破砕部は、南方には直線的には延伸し

ないと考えられる」との参加人の説明を聞き，審査チームも「耐震重要施設等

の直下まで延伸していないということは確認した旨の意見を述べた」として

いる。 

しかし，確認したのは上記４つのボーリング孔であり，ピアレビュー会合で

問題となり，走行・傾斜も同様である肝心のＮｏ．１２孔，Ｎｏ．１３孔は含

まれていない。 

(4)  原子力規制委員会の判断とその合理性について（５０～５１頁） 

一審被告の第４準備書面５０頁ウでは，原子力規制委員会は「台場浜トレン
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チの破砕部は、いずれも台場浜から南方へ延伸していくことにより耐震重要

施設等が設置されている地盤の直下まで連続するものではないことを確認し

た」と述べている。そして，「設置許可基準規則３条３項の審査に当たっては、

台場浜トレンチの破砕部を評価の対象としないで、申請内容が設置許可基準

規則に適合していること及び地質審査ガイドを踏まえた適切なものであるこ

とを確認している」とまとめている。 

他方，有識者会合は台場浜破砕部について，台場浜トレンチ内のＥ層がＭＩ

Ｓ５ｅ（１２～１３万年前の最終間氷期）の海成層であるという見解で一致し，

この堆積層に変位を与えているため「将来活動する可能性のある断層等に該

当する」と認めている（乙第４９号証・２６頁）。そのため，台場浜破砕部に

ついては，とりわけ慎重な検討が行われるべきだが，これまで述べてきたよう

に，破砕部ｂがＮｏ．１３孔まで伸びていることを否定する確たる証拠はない。 

耐震重要施設である非常用取水路（海水管トンネル）は，台場浜トレンチか

ら２１０ｍ程度の距離に位置し，Ｎｏ．１３孔からはわずか３６ｍ程度の距離

に位置している。Ｎｏ．１３孔よりさらに南方に延びていれば，耐震重要施設

の直下にあることとなり，設置許可基準規則３条３項の対象となり，設置変更

許可は取り消されるべきである。 

さらに，地質審査ガイド（甲第６０号証）Ⅰ．３．１では，「調査方針」と

して，「その断層等の本体及び延長部が重要な安全機能を有する施設の直下に

無いことを確認する」こと，さらに「直下に無い場合でも、施設の近傍にある

場合には、地震により施設の安全機能に影響がないことを、「基礎地盤及び周

辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」に基づいて確認する」ことを求めてい

る（下線は引用者）。 

そのため，原子力規制委員会の判断が，「地質審査ガイドを踏まえた適切な

ものである」「同委員会の判断は合理的である」とは到底言えるものではない。 

 



- 24 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  小括 

     以上のように，台場浜トレンチ破砕部ｂの南方への延伸については，有識者

会合は判断を示さず終了し，その後の原子力規制委員会で議論になった。しか

し，破砕部ｂが南方のＮｏ．１３孔に連続している可能性について，なんら具

体的な検証はされておらず，この連続性を否定する証拠は示されていない。 

台場浜トレンチが非常用取水路の近傍（２１０ｍ程度の距離）にあることか

ら，地質審査ガイド及び地盤審査ガイドに基づき慎重な安全性の確認が必要で

あるにもかかわらず，これらは行われていない。非常用取水路は耐震重要施設

であり，その損傷に直結するため，より安全側に判断するべきことは当然であ

る。 

よって，台場浜破砕部ｂの南方への延伸を否定し，設置許可基準規則３条３

項の対象から外すという一審被告の結論は認められない。 

（甲第２３７号証）「大飯発電所敷地内破砕帯の追加調査－最終報告－概要版」83 頁 

平成 25 年 8 月 19 日 関西電力（有識者会合 第 5 回評価会合資料） 
上記に、台場浜トレンチから№13 までの赤線，非常用取水路位置，「台場浜トレンチ」

の文言、赤枠線内の文言を追記 
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なお，台場浜についても，三次元反射法地震探査をすることもなく，敷地の

二次元探査、トレンチ及びボーリング等を主体とした調査では，真の断層の姿

を把握することはできない。 

一審原告らの第２準備書面（２０２２年５月２０日１７～２０頁）で述べて

いるように，地質審査ガイドにおいては，「１．調査・評価方針」の（３）第一

文で，「基準地震動及び基準津波の策定並びに地盤の変位の評価に当たって行

う調査や評価は、最新の科学的・技術的知見を踏まえていることを確認する。」

（甲第６０号証・３頁）と定められている。また，「4.1.2.4  地球物理学的調

査」の項目では，（１）で「調査地域の地形・地質等の特性に応じた適切な探査

手法及び解析手法を用い、地下の断層の位置や形状及び褶曲等の広域的な地下

構造の解明に努めていることを確認する。」等と定められている。 

このように，地質審査ガイドの要求からも，最新の三次元探査を含め，地下

構造をより詳細に調査する方法がとられるべきである。 

以上 


